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(百万円未満切捨て)
１．2023年３月期の連結業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 19,466 15.1 2,237 28.4 2,912 24.0 2,206 3.2

2022年３月期 16,914 △1.5 1,743 △10.9 2,349 △13.1 2,137 87.1
(注) 包括利益 2023年３月期 3,406百万円( 22.2％) 2022年３月期 2,786百万円(△36.3％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年３月期 51.93 ― 5.6 5.6 11.5

2022年３月期 49.19 ― 5.5 4.6 10.3
(参考) 持分法投資損益 2023年３月期 ― 百万円 2022年３月期 ― 百万円
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 52,998 40,150 75.2 957.76

2022年３月期 50,683 39,666 77.7 884.50
(参考) 自己資本 2023年３月期 39,831百万円 2022年３月期 39,361百万円
　

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2023年３月期 2,770 △1,524 △3,381 14,341

2022年３月期 2,389 △457 △2,719 16,414
　
　
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年３月期 ― ― ― 24.00 24.00 1,068 48.8 2.7

2023年３月期 ― ― ― 25.00 25.00 1,039 48.1 2.7

2024年３月期(予想) ― ― ― 25.00 25.00 43.5

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 21,000 7.9 2,300 2.8 3,000 3.0 2,300 4.3 57.41

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

　 新規 ４社 (社名)

LEONARD FASHION SAS
LEOCADIA SAS
LEONARD ASIA LIMITED
LEONARD SHANGHAI LIMITED

、除外 １ 社 (社名)LEOCADIA SAS

　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期 58,000,000株 2022年３月期 58,000,000株

② 期末自己株式数 2023年３月期 16,411,718株 2022年３月期 13,498,418株

③ 期中平均株式数 2023年３月期 42,484,682株 2022年３月期 43,454,236株
　

　

(参考) 個別業績の概要
１．2023年３月期の個別業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 4,348 8.1 491 61.8 1,393 △5.9 1,037 △15.0

2022年３月期 4,022 △9.6 303 △32.7 1,481 23.1 1,220 △35.8
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期 24.42 ―

2022年３月期 28.08 ―
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 47,875 38,510 80.4 926.00

2022年３月期 48,095 39,417 82.0 885.75

(参考) 自己資本 2023年３月期 38,510百万円 2022年３月期 39,417百万円
　　　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は、様々な要因により異なる可能性があります。
　業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料５ページ「１．
経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限の緩和により、経済活動の正

常化が進み、景気は緩やかに持ち直しの動きが見られる一方で、ロシア・ウクライナ情勢の長期化、円安の進行、

資源価格の上昇など、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く繊維・アパレル業界におきましては、物価上昇による消費マインドの冷え込みが懸念さ

れる一方で、行動制限の緩和に伴い人流が回復し、市場環境は回復基調にて推移いたしました。

このような状況の下、当社グループは、３ヶ年の中期経営計画「CHALLENGE NEXT 100」の２年目を終え、定量目

標として掲げた連結経常利益25億円を達成、３つの基本戦略である「アジア市場」「ＤＸ推進」「全社戦略」を着

実に推し進めております。最終年度の2024年３月期につきましても、引き続き３つの基本戦略を中心に、経営資源

を有効活用し、企業価値向上、収益拡大に取り組んでまいります。

以上の結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は前期比15.1％増の19,466百万円、営業利益は前期比28.4

％増の2,237百万円、経常利益は前期比24.0％増の2,912百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比3.2％増

の2,206百万円となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

ファッション関連事業

基幹ブランドである「DAKS」「LEONARD」を軸に、国内をはじめ、中国・香港・マカオ・台湾・韓国・タイなどの

アジア市場において、ブランド価値向上を重視し、戦略的な店舗展開を推し進め、ブランドビジネスの拡大を図っ

ております。

また、当期にLEONARD FASHION SAS（以下、LEONARD社）の全株式を取得し、LEONARD社が当社グループの傘下に入

ることにより、「LEONARD」の更なるブランドステータスの向上や事業展開の拡大を図ってまいります。

国内事業は、「DAKS」「LEONARD」を百貨店などに販売する国内子会社では、プロパー販売を重視し、収益体質の

強化策を推し進めております。市場環境が堅調に推移し、粗利率が向上したことにより、売上高は横ばいながら、

増益となりました。

海外事業は、「DAKS」「LEONARD」などを展開するアジア市場において、事業展開の拡大を推し進めております。

香港・中国に積極的な出店を実施し、店舗増加による売上増に加え、為替によるプラス影響もあったことから、増

収増益となりました。

以上の結果、当事業全体の売上高は前期比16.2％増の8,696百万円、セグメント利益（営業利益）は前期比40.9％

増の2,015百万円となりました。

繊維関連事業

製品OEM事業は、依然として厳しい市況が続き、受注競争が加速する中、スポーツ、アウトドア、イエナカ分野な

どへの取り組み強化を図り、増収となりましたが、円安や原材料価格などの製造コスト上昇により、減益となりま

した。

以上の結果、当事業全体の売上高は前期比11.5％増の9,421百万円、セグメント利益（営業利益）は前期比16.6％

減の202百万円となりました。

不動産関連事業

大阪の賃貸ビルをメインとして東京・横浜・神戸などの不動産に係る賃貸事業は、稼働率が安定的に推移し、内

装工事事業も工事件数が増加したことにより、増収増益となりました。

以上の結果、当事業全体の売上高は前期比25.7％増の2,183百万円、セグメント利益（営業利益）は前期比12.0％

増の649百万円となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

（流動資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて1,376百万円（6.5％）減少し、19,845百万円となりました。

これは、現金及び預金が2,048百万円減少した一方で、売掛金が587百万円増加したことなどによるものであり

ます。

（固定資産）

固定資産は、前連結会計年度末に比べて3,691百万円（12.5％）増加し、33,153百万円となりました。

これは、投資有価証券が1,636百万円増加、商標権が873百万円増加、使用権資産が594百万円増加したことなど

によるものであります。

（流動負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて521百万円（8.4％）増加し、6,694百万円となりました。

これは、未払金が104百万円増加、１年内返済予定の長期借入金が98百万円増加、未払費用が82百万円増加、リ

ース債務が56百万円増加したことなどによるものであります。

（固定負債）

固定負債は、前連結会計年度末に比べて1,309百万円（27.0％）増加し、6,153百万円となりました。

これは、繰延税金負債が642百万円増加、リース債務が512百万円増加したことなどによるものであります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて484百万円（1.2％）増加し、40,150百万円となりました。

これは、利益剰余金が1,138百万円増加、その他有価証券評価差額金が991百万円増加した一方で、自己株式が

1,849百万円増加したことなどによるものであります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて2,072百万円減少（前連結会計年度

は693百万円の減少）し、当連結会計年度末には14,341百万円（前連結会計年度末における現金及び現金同等物

は、16,414百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の計上額が2,875百万

円、減価償却費の計上額が726百万円となった一方で、法人税等の支払額が532百万円、売上債権の増加額が240百

万円あったことなどにより、2,770百万円の収入（前連結会計年度は2,389百万円の収入）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に

よる支出が1,108百万円、投資有価証券の取得による支出が200百万円、有形固定資産の取得による支出が134百万

円あったことなどにより、1,524百万円の支出（前連結会計年度は457百万円の支出）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出が1,849百万円、配

当金の支払額が1,068百万円、リース債務の返済による支出が378百万円あったことなどにより、3,381百万円の支

出（前連結会計年度は2,719百万円の支出）となりました。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

自己資本比率(％) 72.7 71.8 73.5 77.7 75.2

時価ベースの自己資本比率(％) 42.8 44.9 46.5 45.9 42.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

1.4 1.7 1.9 1.3 1.4

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

116.0 41.1 43.0 70.2 92.0

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注１) 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

(注２) 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注３) キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

(注４) 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症における行動規制緩和により、徐々に経済活動の正常

化がみられる一方、ロシア・ウクライナ情勢、為替変動、物価上昇など、予断を許さない状況が続くものと思われ

ます。

このような状況の下、当社グループは、中期経営計画「CHALLENGE NEXT 100」における「アジア市場」、「ＤＸ

推進」、「全社戦略」の基本戦略を軸に、長年にわたり培ってきた強みである経営資源を有効活用し、企業価値向

上、収益拡大に取り組んでおります。

中期経営計画３年目の最終年度にあたる2024年３月期につきましても、本日公表の「中期経営計画の見直しに関

するお知らせ」の通り、外部環境の変化を踏まえた積極的な事業投資を行い、着実な売上拡大を目指していく所存

です。

以上により、2024年３月期の連結業績の見通しとしては、売上高210億円、営業利益23億円、経常利益30億円、親

会社株主に帰属する当期純利益23億円を見込んでおります。

（５）株主還元方針及び利益処分案

　当社グループは、株主還元を経営上の最重要課題のひとつであると位置づけ、会社の成長とともに、安定的・

継続的な株主還元の拡充に業績連動を加味した配当を行うことを基本方針としております。

① 配当方針及び利益処分案

　当社の配当によって、より良い社会の実現に貢献するために、親会社株主に帰属する当期純利益ベースでの連

結配当性向50％を目安としております。

　当期の配当につきましては、上記配当方針に基づき１株当たり25円00銭を予定しております。

② 自己株式取得

　自己株式取得につきましては、資本状況、業績動向、当社株価、成長投資機会、資本効率などを考慮し、経営

環境を取り巻く諸環境を勘案のうえ、機動的に対応してまいります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適正に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,414 14,365

受取手形 562 432

売掛金 2,704 3,291

商品及び製品 1,243 1,443

仕掛品 0 0

原材料及び貯蔵品 5 6

前払費用 44 65

未収還付法人税等 25 27

その他 223 213

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 21,221 19,845

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,769 6,498

工具、器具及び備品（純額） 54 96

土地 2,950 2,950

使用権資産（純額） 191 786

その他（純額） 28 31

有形固定資産合計 ※ 9,995 ※ 10,362

無形固定資産

商標権 4,008 4,881

その他 71 777

無形固定資産合計 4,080 5,658

投資その他の資産

投資有価証券 14,840 16,477

長期預金 ― 70

出資金 3 3

長期貸付金 0 ―

固定化営業債権 11 11

長期前払費用 43 75

退職給付に係る資産 9 8

繰延税金資産 336 324

長期預け金 159 179

貸倒引当金 △18 △17

投資その他の資産合計 15,386 17,132

固定資産合計 29,462 33,153

資産合計 50,683 52,998
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,795 1,848

短期借入金 2,820 2,820

1年内返済予定の長期借入金 ― 98

リース債務 218 274

未払金 40 144

未払費用 634 717

未払法人税等 121 156

資産除去債務 13 31

その他 529 603

流動負債合計 6,173 6,694

固定負債

長期借入金 ― 171

長期未払金 86 ―

リース債務 48 561

繰延税金負債 3,611 4,253

退職給付に係る負債 279 310

長期預り金 767 810

資産除去債務 50 45

固定負債合計 4,844 6,153

負債合計 11,017 12,847

純資産の部

株主資本

資本金 3,000 3,000

資本剰余金 6,106 6,106

利益剰余金 29,609 30,747

自己株式 △5,108 △6,958

株主資本合計 33,607 32,895

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,393 8,384

繰延ヘッジ損益 11 △17

為替換算調整勘定 △1,663 △1,443

退職給付に係る調整累計額 12 11

その他の包括利益累計額合計 5,754 6,935

非支配株主持分 304 319

純資産合計 39,666 40,150

負債純資産合計 50,683 52,998
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 16,914 19,466

売上原価 10,267 11,350

売上総利益 6,647 8,116

販売費及び一般管理費 ※１ 4,904 ※１ 5,878

営業利益 1,743 2,237

営業外収益

受取利息 1 19

受取配当金 506 585

貸倒引当金戻入額 23 ―

為替差益 60 60

その他 90 73

営業外収益合計 682 738

営業外費用

支払利息 34 30

店舗等除却損 15 1

その他 26 32

営業外費用合計 76 63

経常利益 2,349 2,912

特別利益

助成金収入 133 34

債務免除益 941 ―

リース解約益 168 ―

特別利益合計 1,243 34

特別損失

固定資産除却損 ― 20

建物解体費用 ― 19

事務所移転費用 ― 16

減損損失 ※２ 714 ※２ 14

臨時休業等による損失 ※３ 42 ―

特別損失合計 757 71

税金等調整前当期純利益 2,836 2,875

法人税、住民税及び事業税 435 541

法人税等調整額 240 108

法人税等合計 676 650

当期純利益 2,159 2,224

非支配株主に帰属する当期純利益 22 18

親会社株主に帰属する当期純利益 2,137 2,206
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当期純利益 2,159 2,224

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 320 991

繰延ヘッジ損益 △3 △29

為替換算調整勘定 309 219

退職給付に係る調整額 0 △0

その他の包括利益合計 ※ 626 ※ 1,181

包括利益 2,786 3,406

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,764 3,387

非支配株主に係る包括利益 22 18
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,000 6,178 29,622 △5,984 32,817

会計方針の変更による

累積的影響額
△183 △183

会計方針の変更を反映した

当期首残高
3,000 6,178 29,439 △5,984 32,634

当期変動額

剰余金の配当 △655 △655

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,137 2,137

自己株式の取得 △558 △558

自己株式の消却 △121 △632 753 ―

自己株式の処分 △679 681 1

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
48 48

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― △72 170 875 973

当期末残高 3,000 6,106 29,609 △5,108 33,607

その他の包括利益累計額

非支配

株主持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 7,072 15 △1,972 11 5,127 386 38,330

会計方針の変更による

累積的影響額
△183

会計方針の変更を反映した

当期首残高
7,072 15 △1,972 11 5,127 386 38,147

当期変動額

剰余金の配当 △655

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,137

自己株式の取得 △558

自己株式の消却 ―

自己株式の処分 1

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
48

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
320 △3 309 0 626 △81 545

当期変動額合計 320 △3 309 0 626 △81 1,518

当期末残高 7,393 11 △1,663 12 5,754 304 39,666
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　当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,000 6,106 29,609 △5,108 33,607

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
3,000 6,106 29,609 △5,108 33,607

当期変動額

剰余金の配当 △1,068 △1,068

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,206 2,206

自己株式の取得 △1,849 △1,849

自己株式の消却 ―

自己株式の処分 ―

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,138 △1,849 △711

当期末残高 3,000 6,106 30,747 △6,958 32,895

その他の包括利益累計額

非支配

株主持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 7,393 11 △1,663 12 5,754 304 39,666

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
7,393 11 △1,663 12 5,754 304 39,666

当期変動額

剰余金の配当 △1,068

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,206

自己株式の取得 △1,849

自己株式の消却 ―

自己株式の処分 ―

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
991 △29 219 △0 1,181 14 1,196

当期変動額合計 991 △29 219 △0 1,181 14 484

当期末残高 8,384 △17 △1,443 11 6,935 319 40,150
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,836 2,875

減価償却費 570 726

のれん償却額 ― 20

減損損失 714 14

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 △3

受取利息及び受取配当金 △507 △604

支払利息 34 30

売上債権の増減額（△は増加） △18 △240

棚卸資産の増減額（△は増加） 326 △104

仕入債務の増減額（△は減少） 112 △150

固定化営業債権の増減額（△は増加） 16 ―

リース解約益 △168 ―

債務免除益 △941 ―

役員賞与の支払額 △65 △69

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △21 △45

その他 △508 280

小計 2,354 2,729

利息及び配当金の受取額 507 604

利息の支払額 △34 △30

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △438 △532

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,389 2,770

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ― △70

定期預金の払戻による収入 ― 70

有形固定資産の取得による支出 △33 △134

投資有価証券の取得による支出 △401 △200

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

― △1,108

その他 △22 △81

投資活動によるキャッシュ・フロー △457 △1,524

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 ― △81

自己株式の取得による支出 △558 △1,849

自己株式の処分による収入 1 ―

配当金の支払額 △655 △1,068

非支配株主への配当金の支払額 △3 △3

リース債務の返済による支出 △1,452 △378

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△51 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,719 △3,381

現金及び現金同等物に係る換算差額 93 63

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △693 △2,072

現金及び現金同等物の期首残高 17,108 16,414

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 16,414 ※ 14,341

　



三共生興株式会社(8018) 2023年３月期 決算短信

－13－

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 14社

主要な連結子会社名

三共生興ファッションサービス株式会社、三共生興アパレルファッション株式会社、DAKS SIMPSON LIMITED、

LEONARD FASHION SAS 他10社

2022年７月19日付で、LEONARD FASHION SASの全株式を取得し、当連結会計年度より同社及び同社子会社である

LEOCADIA SAS、LEOSUD SARL、LEONARD PARFUMS SAS、LEONARD ITALIE S.R.L.、LEONARD ASIA LIMITED、LEONARD

SHANGHAI LIMITEDの7社を連結の範囲に含めております。なお、LEOCADIA SAS及びLEOSUD SARLは、LEONARD FASHION

SASを吸収合併存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。また、DAKS

LIMITEDについては、2022年10月25日付で清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

LEOLAGO S.A.、LEONARD Inc.

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連 結 子 会 社 の う ち、SANKYO SEIKO (MACAU) CO., LTD.、LEONARD FASHION SAS、LEOCADIA SAS、LEOSUD SARL、

LEONARD PARFUMS SAS、LEONARD ITALIE S.R.L、LEONARD ASIA LIMITED、LEONARD SHANGHAI LIMITEDの決算日は、12

月31日であります。

SANKYO SEIKO（MACAU）CO.,LTD.については、連結財務諸表の作成にあたっては連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しており、その他の決算日が12月31日の連結子会社については、連結財務諸表の作成にあ

たり、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。)

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産

主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりますが、一部連結子会

社では先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(イ) 有形固定資産（リース資産、使用権資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに
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2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

(ロ) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(ハ) 使用権資産

リース期間に基づく定額法を採用しております。

② 少額減価償却資産

当社及び国内連結子会社は取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、主として３年間で均等償却す

る方法を採用しております。

③ 無形固定資産

定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

また、商標権（耐用年数を確定できないものを除く）については、効果の及ぶ期間（10年）に基づく定額法に

よっております。

④ 長期前払費用

効果の及ぶ期間に応じて均等償却する方法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度については、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数理債務

をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当

処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約

ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務

③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約を行っております。

④ その他リスク管理方針のうちヘッジ会計に係るもの

実需取引の範囲内で行われる為替予約取引について、各関係部門からの報告に基づき、当社本社ホールディン

グス部門において残高等を一括管理しております。
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(6) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、主に店頭販売等による商品の販売、製品OEMによる製品の販売、ライセンスビジネスによる役

務の提供、イベントホール等の不動産関連事業における役務の提供を行っております。

商品または製品の販売に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて商品または製品を引き渡す履行義務を負っ

ております。当該履行義務は、商品または製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品または製品に対する

支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

ライセンスビジネスによる役務の提供に係る収益は、当社グループがブランドの価値を補強または維持する継

続的活動を行うことが契約により定められていることから、当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足す

る取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

イベントホール等の不動産関連事業における役務の提供に係る収益は、顧客との契約に基づいて役務を提供す

る履行義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充

足の進捗度に応じて収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ

ん。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

(連結貸借対照表関係)

※ 有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 14,931百万円 15,514百万円
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(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

販売スタッフ費等 1,444百万円 1,507百万円

従業員給料及び手当 841 〃 　 963 〃

退職給付費用 55 〃 73 〃

※２ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

用途 種類 場所
減損損失

（百万円）

販売店舗

建物及び構築物 大阪市中央区他 13

工具、器具及び備品 埼玉県さいたま市他 0

使用権資産 香港 49

長期前払費用 大阪市中央区他 1

事業用資産

建物及び構築物 福井県勝山市 8

工具、器具及び備品 福井県勝山市他 0

その他（有形固定資産） 福井県勝山市 4

商標権 ロンドン 632

その他（無形固定資産） 大阪市中央区 3

計 714

当社グループは、事業別を基本とし、賃貸用資産及び遊休資産等については、それぞれの物件ごとにグルーピ

ングを行っております。

販売店舗の資産グループについては、閉鎖が決定した店舗や、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により

営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなった店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として計上しております。商標権については、英国の連結子会社であるDAKS SIMPSON LIMITED

において、経営環境の悪化等により当初想定していた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、回収可能価額は、販売店舗においては使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローの

見積り期間が短期間であるため、割引計算は行っておりません。商標権においては、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを9.0％～15.1％の割引率で割り引いて算定しております。その他の事業用資産につ

いては、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため、使用価値は備忘価額

をもって評価しております。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

用途 種類 場所
減損損失

（百万円）

販売店舗 建物及び構築物 神戸市北区他 14

計 14

当社グループは、事業別を基本とし、賃貸用資産及び遊休資産等については、それぞれの物件ごとにグルーピ

ングを行っております。

販売店舗の資産グループについては、閉鎖が決定した店舗や、営業活動から生じる損益が継続してマイナスと

なった店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローの見積り期間が短期間

であるため、割引計算は行っておりません。
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※３ 臨時休業等による損失

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

新型コロナウイルス感染症拡大を受けた緊急事態宣言に伴う店舗等の休業期間中に発生した固定費（人件費

等）を「臨時休業等による損失」として特別損失に計上しております。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

該当事項はありません。
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(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 471百万円 1,421百万円

組替調整額 ― 〃 ― 〃

税効果調整前 471百万円 1,421百万円

税効果額 △151 〃 △430 〃

その他有価証券評価差額金 320百万円 991百万円

繰延ヘッジ損益

当期発生額 17百万円 △26百万円

組替調整額 △23 〃 △17 〃

税効果調整前 △6百万円 △44百万円

税効果額 2 〃 15 〃

繰延ヘッジ損益 △3百万円 △29百万円

為替換算調整勘定

当期発生額 309百万円 219百万円

組替調整額 ― 〃 ― 〃

税効果調整前 309百万円 219百万円

税効果額 ― 〃 ― 〃

為替換算調整勘定 309百万円 219百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 6百万円 5百万円

組替調整額 △5 〃 △6 〃

税効果調整前 1百万円 △1百万円

税効果額 △0 〃 0 〃

退職給付に係る調整額 0百万円 △0百万円

その他の包括利益合計 626百万円 1,181百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 60,000,000 ― 2,000,000 58,000,000

（変動事由の概要）

減少の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却による減少 2,000,000株

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 16,294,818 1,003,600 3,800,000 13,498,418

（変動事由の概要）

増加数の内訳は次のとおりであります。

取締役会決議に基づく買受けによる増加 1,003,600株

減少数の内訳は次のとおりであります。

自己株式の消却による減少 2,000,000株

第三者割当による自己株式処分による減少 1,800,000株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 655 15.00 2021年３月31日 2021年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,068 24.00 2022年３月31日 2022年６月30日
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当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 58,000,000 ― ― 58,000,000

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 13,498,418 2,913,300 ― 16,411,718

（変動事由の概要）

増加数の内訳は次のとおりであります。

取締役会決議に基づく買受けによる増加 2,913,300株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,068 24.00 2022年３月31日 2022年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,039 25.00 2023年３月31日 2023年６月30日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

現金及び預金 16,414百万円 14,365百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 ― 〃 △24百万円

現金及び現金同等物 16,414百万円 14,341百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、

グループ経営会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものを基本としております。

当社グループは、「ファッション関連事業」、「繊維関連事業」及び「不動産関連事業」等の事業を営んで

おります。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「ファッション関連事業」は、ファッション製品の企画、生産、販売及び海外ブランド商品の輸入販売及び

ライセンスビジネスを行っております。

「繊維関連事業」は、原料から加工、企画、生産、販売に至るまでの繊維衣料製品のOEM事業を中心とした繊

維事業全般を行っております。

「不動産関連事業」は、当社及びグループ会社所有不動産の貸オフィス、貸ホール、貸ビルを中心とした賃

貸事業を行っております。

当社グループは、以上の３つの事業を報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２ファッション

関連事業
繊維

関連事業
不動産
関連事業

売上高

外部顧客への売上高 7,479 7,852 1,582 16,914 ― 16,914

セグメント間の内部
売上高又は振替高

3 594 155 752 △752 ―

計 7,482 8,446 1,737 17,667 △752 16,914

セグメント利益 1,430 242 579 2,252 △509 1,743

セグメント資産 8,750 3,180 10,377 22,308 28,375 50,683

その他の項目

減価償却費 244 8 286 539 31 570

のれんの償却額 ― ― ― ― ― ―

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額
(注)３

329 4 ― 333 2 335

(注) １． 調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△509百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△567百万円及び

セグメント間取引消去等57百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額28,375百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産29,020百万円及

びセグメント間取引消去△645百万円が含まれております。

(3) 減価償却費の調整額31百万円は、主に本社管理部門に係る資産の減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額２百万円は、主に本社管理部門に係る資産の増加額であ

ります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、資産除去債務相当資産を含めておりません。
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当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２ファッション

関連事業
繊維

関連事業
不動産
関連事業

売上高

外部顧客への売上高 8,693 8,744 2,028 19,466 ― 19,466

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 677 154 835 △835 ―

計 8,696 9,421 2,183 20,301 △835 19,466

セグメント利益 2,015 202 649 2,867 △629 2,237

セグメント資産 13,443 3,405 10,310 27,159 25,838 52,998

その他の項目

減価償却費 410 7 280 698 28 726

のれんの償却額 20 ― ― 20 ― 20

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額
(注)３

340 2 30 374 1 376

(注) １． 調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△629百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△615百万円及び

セグメント間取引消去等△14百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額25,838百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産26,949百万円及

びセグメント間取引消去△1,110百万円が含まれております。

(3) 減価償却費の調整額28百万円は、主に本社管理部門に係る資産の減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額１百万円は、主に本社管理部門に係る資産の増加額であ

ります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、資産除去債務相当資産を含めておりません。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア 欧州 その他 合計

13,145 3,753 15 ― 16,914

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

売上高の10％以上を占める単一の外部顧客が存在しないため、記載しておりません。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア 欧州 その他 合計

14,341 4,882 239 3 19,466

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

売上高の10％以上を占める単一の外部顧客が存在しないため、記載しておりません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計ファッション
関連事業

繊維
関連事業

不動産
関連事業

減損損失 710 ― ― 3 714

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計ファッション
関連事業

繊維
関連事業

不動産
関連事業

減損損失 14 ― ― ― 14

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計ファッション
関連事業

繊維
関連事業

不動産
関連事業

当期末残高 390 ― ― ― 390

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の記載をしているため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり純資産額 884円50銭 957円76銭

１株当たり当期純利益 49円19銭 51円93銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 2,137 2,206

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

2,137 2,206

普通株式の期中平均株式数(千株) 43,454 42,484

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 39,666 40,150

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 304 319

(うち非支配株主持分)(百万円） (304) (319)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 39,361 39,831

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株)

44,501 41,588

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　


